
週休2日制工事実施要領の改正について
（令和３年４月～）

愛知県建設局土木部建設企画課

1

2021/3/10



建設業界では、建設現場における担い手の中長期的な育

成・確保に向けた「働き方改革」への取り組みが最重要

課題となっている。

また、改正労働基準法の施行により令和6年度には、建設

業にも罰則付きの時間外労働の上限規制が適用されるこ

ととなっており、労働時間の是正は喫緊の課題である。

このような状況の中、愛知県建設局、都市整備局では平

成28年度から原則土日を休日とする「完全週休2日制工

事（発注者指定型・受注者希望型）」に取り組んでいる。

１．週休２日制導入の背景について
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 「完全週休2日制」について、建設業団体よりハードルが高いとの意見がある

ことや、他自治体と比較しても厳しい条件となっており、完全週休2日の受注

者希望型の取組が進まない原因となっている。

⇒（対策①）休工日を土日に限らない「週休2日制（4週8休）」を新たに導入

 完全週休2日制の発注者指定型では、契約後に土日に作業をせざるを得ないよ

うな「新たな条件」が発覚し、完全週休2日が履行不能になるようなケースも

考えられ、監督員が発注者指定を躊躇する要因となっている。

⇒（対策②）契約後に「完全週休2日制」と「週休2日制（4週8休）」の

いずれかを受注者が選択

 完全週休2日制の発注者指定型では、指定要件として、「設計金額5千万円以上

の工事」であることや、「新設工事」に限ることを条件としており、指定件数

が伸びない要因になっている。なお建設業団体からは、発注者指定型を増やし

て欲しいとの要望がある。

⇒（対策③）発注者指定型の条件緩和

２．課題と対策
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対策① 休工日を土日に限らない「週休2日制(4週8休)」を新たに導入（要領第３条）

形式概要 完全週休２日制

工
事
成
績
評
定

休工
対象日

 土曜日、日曜日及び祝日
 地元条件により、土日に作業を行い、
同一週で振替休工を取得した場合は休
工と認める。

 天候（降雨・積雪等）により土日に作
業を行い、振替休工を取得した場合は
休工と認めない。

加点
条件

 対象期間の全週間数に対する土日を休工
とした週間数の割合が90％以上

総合評価
工事成績評定の加点条件達成で1点

※工事成績評定で評価したものは全て対象

経費補正
 発注者指定型⇒4週8休以上で経費補正
 受注者希望型⇒4週6休以上、4週7休
以上、4週8休以上の3段階で経費補正

完全週休２日制
【新設】週休２日制
（4週8休）

 土曜日、日曜日及び祝日
 地元条件により、土日に作業を行い、
同一週で振替休工を取得した場合は
休工と認める。ただし、振替休工日
の１週間前までに監督員と協議する
こと。

 天候（降雨・積雪等）により土日に
作業を行い、振替休工を取得した場
合は休工と認めない。

 土日祝日を問わず対
象期間の2/7以上の
日数

 天候（降雨・積雪
等）により休工した
日は、休工と認める

 対象期間の全週間数に対する土日を休
工とした週間数の割合が90％以上

 対象期間の全日数に対
する休工日数の割合が
２／７を超えた場合

R3：工事成績評定の加点条件達成で1点
R3：―
R4：評価開始

※最終契約金額が1千万円未満の工事は対象外

 発注者指定型、受注者希望型いずれも
4週6休以上、4週7休以上、4週8休
以上の3段階で経費補正

同左

～令和２年度 令和３年度～

２．課題と対策
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発注者指定型
※１事務所あたり
２０～３０件を想定

受注者希望型 受発注者
で協議

工
事
契
約

工
事
完
了

※

条
件
達
成
で
工
事
成
績
で
評
価

完全週休2日制

週休2日制(4週8休)

完全週休2日制

週休2日制(4週8休)

週休2日に取組まない

形
式
変
更
不
可

※
施
工
計
画
書
提
出
後
の

経
費
補
正

※

達
成
状
況
に
応
じ
て

・
週
休
２
日
制(

４
週
８
休)

・
完
全
週
休
２
日
制

形
式
選
択施

工
計
画
提
出
時

２．課題と対策

対策② 契約後に「完全週休2日制」と「週休2日制（4週8休）」

のいずれかを受注者が選択（要領第４条）
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■発注者指定型とは（要領第２条⑴）

現場条件等によって工期延期が生じかねない不確定要素が少なく、週休２日の確保が可能な工事

※対象工事は、工事名の末尾に「（週休２日）」が追記されます（要領第８条）。

■受注者希望型とは（要領第２条⑵）

発注者指定型以外の全ての工事。ただし、災害復旧工事等発注者が週休２日制工事に適さないと判断した工事は除く。

■契約から工事完了までの流れ



次に掲げる全てを満たす工事

現場条件等によって工期延期
が生じかねない不確定要素や
数量増減要素が少なく、完全
週休2日の確保が可能な工事

設計金額５千万円以上の工事
⇒ 廃止

新設工事（質的改良を含む）
⇒ 廃止

現場条件等によって工期延期が生
じかねない不確定要素が少なく、週
休２日の確保が可能な工事を対象と
する。

 設計金額５千万円未満の工事や
修繕・補修工事等も対象になり
ます。

～令和２年度 令和３年度～

２．課題と対策

対策③ 発注者指定型の条件緩和（要領第２条）
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２．課題と対策

対策③ 「形式選択制」と「発注者指定型の条件緩和」による適用区分の変更

（旧）週休2日制適用区分及びR1取組実績

下記以外
(1345)

下記
以外

維持修繕
工事等
(644)

維持
修繕
工事
等

災害等 災害等

建築局
(163)

建築局

※（　）：R1実績件数

（新）週休2日制適用区分等改正 R3.4月～

建
設
局

都
市
・
交
通
局

建
設
部
門
工
事

建
設
部
門
工
事
（

2
2
3
0
）

1億5千万円

▼

0

▼

完全週休2日制

（受注者希望型）

※5千万円以上
取組率

38/448＝8.5％

完全週休2日制

（発注者指定型）

取組率25/392

＝6.4％
完全週休2日制

（受注者希望型）

※5千万円未満

取組率（件）
38/1516

＝2.5％

設計金額
発注件数

5千万円

▼

5千万円

▼

1億5千万円

▼

0

▼

設計金額

発注件数

（受注者希望型）
※完全週休２日制or 週休２日制

（発注者指定型）
※完全週休２日制or 週休２日制

※1事務所あたり20～30件

(78)

建
設
局
・
都
市
整
備
局

（
１
９
８
９
）

※除外 ※除外
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形式
項目 完全週休２日制 週休２日制（4週8休）

対象期間
（要領第３条）

契約締結日の翌日から工事完了日（完了届提出日）まで
ただし、非対象期間は対象期間から除く。

非対象期間
（要領第３条）

準備期間、後片付け期間、夏季休暇（３日間）、年末年始休暇（６日間）、工場
製作のみの期間、工事事故等による不稼働期間、天災（豪雨、出水、土石流、地
震等）に対する突発的な対応期間

現場閉所の定義
（要領第３条）

現場事務所での事務作業も含め、作業を実施しない現場内の完全閉所をいう。な
お、安全管理のための現場巡視や、現場見学会の実施、ボランティア活動等の地
域貢献活動への参加等は現場内の完全閉所として取り扱う。

３．「完全週休2日制」と「週休2日制(4週8休)」の比較①
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形式
項目 完全週休２日制 週休２日制（4週8休）

工
事
成
績
評
定
（
要
領
第
５
条
）

加点条件
（要領第５条）

対象期間の全週間数に対する土日を休工
とした週間数の割合が90％以上

休工の曜日及び理由にかかわらず対象期
間の全日数に対する休工日数の割合が
28.5％（２/７）以上の場合

取組証
（要領第６条）
※総合評価の加点
のために発行

加点条件を満たした工事について
「取組証（完全週休２日制）」を発行

加点条件を満たした工事について
「取組証（週休２日制）」を発行

ただし、最終契約金額が1千万円未満の工事は対象外

休工対象日
（要領第３条）

 土曜日、日曜日及び祝日
 地元条件により、土日に作業を行い、
同一週で振替休工を取得した場合は
休工と認める。ただし、振替休工日
の１週間前までに監督員と協議する
こと。

 天候（降雨・積雪等）により土日に
作業を行い、振替休工を取得した場
合は休工と認めない。

 休工の曜日及び理由にかかわらず対
象期間の28.5％（２/７）以上の日
数

 天候（降雨・積雪等）により休工し
た日は休工と認める

３．「完全週休2日制」と「週休2日制(4週8休)」の比較②
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形式
項目 完全週休２日制 週休２日制（4週8休）

（
港
湾
・
漁
港
工
事
以
外
）
（
要
領
第
７
条
）

週
休
２
日
の
取
得
に
要
す
る
費
用
の
計
上

週休２日の
費用計上

休工状況に応じて、各経費（労務費・機械経費（賃料）・共通仮設費率・現場管
理費率及び市場単価（下表））を補正

３．「完全週休2日制」と「週休2日制(4週8休)」の比較③
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形式
項目 完全週休２日制 週休２日制（4週8休）

（
港
湾
・
漁
港
工
事
以
外
）
（
要
領
第
７
条
）

週
休
２
日
の
取
得
に
要
す
る
費
用
の
計
上

休工状況
適用区分

 4週8休以上：休工は曜日及び理由にかかわらず、対象期間の全日数に対する
休工日数の割合が28.5％以上

 4週7休以上4週8休未満：休工日数の割合が25％以上28.5％未満
 4週6休以上4週7休未満：休工日数の割合が21.4％以上25％未満

経費補正方針

発注者指定型では、これまで4週8休以
上でないと経費補正していなかったが、
発注者指定型、受注者希望型いずれも現
場閉所の達成状況（4週8休以上、4週7
休以上4週8休未満、4週6休以上4週7
休未満）が確認できた場合に経費補正す
る。

発注者指定型、受注者希望型いずれも現
場閉所の達成状況（4週8休以上、4週7
休以上4週8休未満、4週6休以上4週7
休未満）が確認できた場合に経費補正す
る。

その他
下水道用設計標準歩掛表を適用する下水道機械・電気設備工事についても適用の
対象となります。

３．「完全週休2日制」と「週休2日制(4週8休)」の比較④

※各適用区分の経費率については、変更がないため省略 11



形式
項目 完全週休２日制 週休２日制（4週8休）

（
港
湾
・
漁
港
工
事
）
（
要
領
第
７
条
）

週
休
２
日
の
取
得
に
要
す
る
費
用
の
計
上

「港湾工事市場
単価」を適用
する工事の

労務費補正方法

 港湾工事市場単価工種毎に補正係数を設定｡標準市場単価に乗じ算出
労務費補正後市場単価＝標準市場単価(施工規模等補正後)×補正係数

 港湾５職種が含まれる工種の補正は行わない（電気防食取付､汚濁防止膜(枠)
設置･撤去等、№30汚濁防止膜保守管理が追加）

※「港湾・漁港工事」週休2日の費用計上の積算方法については、変更がないため省略

※追加項目

３．「完全週休2日制」と「週休2日制(4週8休)」の比較⑤
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４．「完全週休２日取得率」及び「休工割合」の算出方法
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■施工開始日の取扱い

火～土曜日の場合、施工開始日を含む週を対象期間から除く。月曜日の場合は、施工開始日を前日の日曜日とする。

■施工完了日の取扱い

日～木曜日の場合、施工完了日を含む週を対象期間から除く。金曜日の場合は、施工完了日を翌日の土曜日とする。

　（□：工事実施日）

日 月 火 水 木 金 土 週間数
土日休工
週間数

備　　考 日数 休工日数 備　　考

施工開始日
□

休日※１

休工
□ 休工 ― ―

施工開始日が火～土曜日の場合、施工開始日を含む週を対象期間
から除く。また、施工開始日が月曜日の場合は、施工開始日を前
日の日曜日とする。

― ―
施工開始日が火～土曜日の場合、施工開始日を含む週を対象期間
から除く。また、施工開始日が月曜日の場合は、施工開始日を前
日の日曜日とする。

休工 □ □ 振替休工 □ □ □ 1 1
地元条件による同一週の振替休工は認める。
振替休工日の１週間前までに監督員と協議。

7 2

□ □ 振替休工 □ □ □ 休工 1 1
地元条件による同一週の振替休工は認める。
振替休工日の１週間前までに監督員と協議。

7 2

休工 □ 休日※１

休工
□ 0.5 0.5

夏季休暇は非対象期間とし、これにより土曜日が欠けるため0.5週
間としてカウントする。

4 2 夏季休暇は非対象期間とする。

□ □ □ □ □ □ 休工 1 0
地元条件による振替休工であるが、振替が同一週でないことから
カウントしない。

7 1

休工 □ 振替休工 □ 休日※１

休工
□ 休工 1 1 7 4

休工 □ □ □ □ 雨天休工 □ 1 0 雨天による振替休工は休工と認めない。 7 2 雨天による振替休工は休工と認める。

休工 □ □ □ □ □ □ 1 0 土曜日に工事を実施（振替休工なし）したためカウントしない。 7 1

休工 □ □ □ □ □ 休工 1 1 7 2

□ □ □ □
施工完了日
□

― ―
施工完了日が日～木曜日の場合、施工完了日を含む週を対象期間
から除く。また、施工完了日が金曜日の場合は、施工完了日を翌
日の土曜日とする。

― ―
施工完了日が日～木曜日の場合、施工完了日を含む週を対象期間
から除く。また、施工完了日が金曜日の場合は、施工完了日を翌
日の土曜日とする。

－ 1
2日間×0.5週間＝1.0週間
（１日当たり休工の週0.5週間分として加算する。）

― ― 上記の休工日数に含む。

7.5 5.5
完全週休２日取得率＝73.3％※2（5.5週間/7.5週間）
<90％　⇒評価対象外

53 16
休工割合＝30.1％※2（16日/53日）
＞28.5％　⇒４週8休として補正対象

※1 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
※2　少数第2位切り捨て

計

完全週休２日取得率（工事成績評定） 休工割合（経費の補正）

準備期間←

夏季休暇（３日間）

→後片付け期間

休日※休工

ｃ

ｃ
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５．「週休２日取得率」及び「休工割合」の算出方法

■施工開始日の取扱い

火～土曜日の場合、施工開始日を含む週を対象期間から除く。月曜日の場合は、施工開始日を前日の日曜日とする。

■施工完了日の取扱い

日～木曜日の場合、施工完了日を含む週を対象期間から除く。金曜日の場合は、施工完了日を翌日の土曜日とする。

　（□：工事実施日）

日 月 火 水 木 金 土 日数 休工日数 備　　考

施工開始日
□

休日※１

休工
□ 休工 ― ―

施工開始日が火～土曜日の場合、施工開始日を含む週を対象期間から除く。また、施工開始日が月曜
日の場合は、施工開始日を前日の日曜日とする。

休工 □ □ 振替休工 □ □ □ 7 2

□ □ 振替休工 □ □ □ 休工 7 2

休工 □ 休日※１

休工
□ 4 2 夏季休暇は非対象期間とする。

□ □ □ □ □ □ 休工 7 1

休工 □ 振替休工 □ 休日※１

休工
□ 休工 7 4

休工 □ □ □ □ 雨天休工 □ 7 2 雨天による振替休工は休工と認める。

休工 □ □ □ □ □ □ 7 1

休工 □ □ □ □ □ 休工 7 2

□ □ □ □
施工完了日
□

― ―
施工完了日が日～木曜日の場合、施工完了日を含む週を対象期間から除く。また、施工完了日が金曜
日の場合は、施工完了日を翌日の土曜日とする。
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週休２日取得率＝30.1％※2（16日/53日）＞28.5％(2/7)　⇒評価対象
休工割合＝30.1％※2（16日/53日）＞28.5％　⇒４週8休として補正対象

※1 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
※2　少数第2位切り捨て

計

週休２日取得率（工事成績評定）・休工割合（経費の補正）

準備期間←

夏季休暇（３日間）

→後片付け期間



Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度

完
全
週
休
２
日
制

制 度

工事成績評定

総合評価
（取組証が発行された工事）

週休２日の
費用計上

発注者指定型

受注者希望型

週
休
２
日
制
（
4
週
8
休
）

制 度

工事成績評定

総合評価
（取組証が発行された工事）

週休２日の
費用計上

発注者指定型

受注者希望型

年度
形式

▼制度一部改正

6.社会性等で1項目加点

地域精通度・地域貢献度で+1点

▼制度新設

▼評価開始

6.社会性等で1項目加点

６．改正の適用

配点については
Ｒ3年度中に決定 ※1

４週８休以上のみ ４週６休、４週７休、４週８休
※ただしR２年度中に契約した工事は4週8休以上のみ

４週６休、４週７休、４週８休

※配点については
Ｒ3年度に中決定

４週６休、４週７休、４週８休

４週６休、４週７休、４週８休

※1 R4年度以降の総合評価の配点については、達成難易度等を考慮し配点（完全週休２日制＞週休２日制(４週８休)）
するが、具体的には令和３年度中に決定する。
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Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 適 用 要 領

例①
完全週休２日制工事
契約R２年度、完了R２年度

• 令和2年４月１日版適用

例②
完全週休２日制工事
契約R２年度、完了R３年度

例③
完全週休２日制工事
契約R２年度、完了R４年度

• 令和３年４月１日版適用

年度

▼制度一部改正

契約 完了(取組証)

６．改正の適用

16

■契約時期と適用要領について
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７．特記仕様書への記載

⑴ 発注者指定型

「第○条 本工事は、土木工事標準仕様書に記載する完全週休２日制・週休
２日制工事の発注者指定型の対象工事とする。詳細については「完全週休２
日制・週休２日制工事実施要領（令和３年４月１日）」を参照すること。」

⑵ 受注者希望型

「第○条 本工事は、土木工事標準仕様書に記載する完全週休２日制・週休
２日制工事の受注者希望型の対象工事とする。詳細については「完全週休２
日制・週休２日制工事実施要領（令和３年４月１日）」を参照すること。」

 これまでは、発注者指定型のみ対象工事であることを特

記仕様書に明示していましたが、令和３年度４月からは、

受注者希望型についても、下記のとおり特記仕様書に明

示されます。


